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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：マダガスカル共和国 案件名：北西部マジュンガ地区ティラピア養殖普及を 
通じた村落開発プロジェクト 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力 

所管部署：農村開発部 協力金額（調査時点）：5 億 5,000 万円 

協力期間 2011 年 3 月～2014 年 9 月 
（3.5 年間） 

先方関係機関：水産資源･漁業省（MRHP） 

日本側協力機関：農林水産省  

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

マダガスカル共和国（以下、「マダガスカル」と記す）は、南アフリカ沖のインド洋に面し、

世界で 4 番目の面積（わが国の 1.6 倍にあたる 58.7 万km2）を有する島国で、人口は 2012 年現

在 2,230 万人である（世界銀行）。 

同国は近年着実な経済成長を遂げてきたものの､2010 年の時点で、国際的な貧困ライン（購

買力平価で 1 日 1.25 米ドル）以下の人口は 81.3％（世界開発指標/世界銀行/2012 年）であり、

貧困の克服が国の課題となっている。 

マダガスカルでは､国民の 70％以上が農業に従事し、農村地域に居住している。国家統計局

の統計によれば、都市部の貧困率 54.2％に対して、農村部の貧困率は 82.2％に達している。し

たがって、国の貧困対策は、すなわち、農村部の貧困対策と同義と言っても過言ではなく、農

村部の住民に対する貧困対策が重要な意味をもっている。 

このような状況の下、漁業と養殖は、マダガスカルの経済発展に貢献する重要な分野と位置

づけられており、「漁業と水産マスタープラン（2004～2007）」では、淡水魚の生産高を増やし､

増加する人口の食料需要に応えるとともに、水産物の輸出によって外貨獲得の強化をめざすと

している。 

同国の沿岸部と内陸部での内水面漁業と養殖は、農民の収入源多様化と同時に国民のタンパ

ク質摂取量を増加する有効な手段である。なかでも、ティラピア養殖は、技術的に比較的容易

であり、通年の種苗生産が可能であること、淡水だけでなく汽水域でも養殖が可能であり、こ

れらの目的達成手段として最適なものの 1 つである。また、ティラピアをはじめとする淡水魚

は、同国の人々の嗜好に合い、特に地方市場で高い需要がある。 

同国の北西部に位置するブエニ県は、他の多くの地域と同様に長年の貧困問題を抱えてき

た。2010 年の国家統計局の統計では、2009 年の貧困率 89.1％に対して 71.6％と改善の兆しも

みえるが、地域の住民の重要な収入源であった沿岸漁業とエビ養殖が近年は不振に陥ってお

り、農業生産性の低さと相まって、貧困の原因の 1 つとなっている。  

しかし、同県は、ティラピアの養殖については、高いポテンシャルを有している。年間を通

じて温暖な気候（年平均気温 27 度）や 降雨量（年間降雨量 1,000～1,500mm）はティラピア養

殖に適している。また、同県は稲作が盛んであり、水田や氾濫原が養殖地として利用できると

いう利点もある。 
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これらの状況に鑑み、2006 年マダガスカル政府は、わが国に対して、ティラピア養殖の普及

を通じて、マジュンガ地区の農民の生計向上と生活改善を達成するための「北西部マジュンガ

地区ティラピア養殖普及を通じた村落開発プロジェクト（PATIMA）」（以下、「プロジェクト」）

技術協力を求めてきた。 

これに対し、JICAは第 1 次及び第 2 次事前調査団を、それぞれ 2007 年、2009 年に派遣し、

それらの調査結果を踏まえ、当該地域における養殖振興を進めるため水産資源・漁業省

（Ministry of Fishery Resources and Fishery：MRHP）をカウンターパート機関とした本プロジェ

クトの実施枠組みを取り決めた討議議事録（Record of Discussions：R/D）が 2010 年 12 月に合

意・署名され、2011 年 4 月よりプロジェクトが 3 年半の協力期間で開始されている。2012 年

10 月には中間レビュー調査が実施され、中間時点までの実績を確認して 5 項目評価を実施し、

活動を軌道に乗せるための提言を行った。 

2014 年 6 月、これまでのプロジェクト活動の実績、成果、中間レビューの提言への対応など

を確認し、5 項目評価を実施するとともに、プロジェクトの持続性確保のための提言及び今後

の類似事業実施のための教訓を導くことを目的として終了時評価調査が実施された。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、ティラピア養殖の普及を通じて、マジュンガ地区の農民の生計向上と生

活改善を達成するための技術協力を行うものである。 

（1）上位目標：ティラピア養殖普及を通じ、プロジェクト対象地域の農家の生計が向上する。

 

（2）プロジェクト目標：ティラピア養殖普及システムが、対象地域において構築される。 

 

（3）成果 

1）対象地域の状況に適合した種苗生産技術が開発される。 

2）対象地域の状況に適合した養殖技術が実践される。 

3）普及員の能力が強化される。 

4）農民から農民への普及アプローチが開発される。 

5）県ティラピア養殖開発計画が策定される。 

 

（4）投入（2014 年 4 月末時点） 

1）日本側：総投入額：5 億 5,000 万円 

専門家派遣：延べ 10 名（100.0/人月） 

機材供与：約 2,400 万円   ローカルコスト負担：約 1 億 1,620 万円 

2）マダガスカル側 

カウンターパート人材の配置：15 名（水産資源・漁業省次官・養殖局長、ブエニ県職

員等） 

土地・施設提供（専門家執務室、ティラピア飼育実験施設など） 

プロジェクト運営費：カウンターパート給与、水道・光熱費など 
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２ 評価調査団の概要 

団員構成 日本側 

担当分野 氏 名 所 属 先 

団長/総括 千頭 聡 JICA国際協力専門員 

養殖普及 山尾 政博 広島大学大学院 教授 

計画管理 松本 賢一 JICA農村開発部 乾燥畑作地第一課 主任調査役 

評価分析 東野 英昭 （株）レックス・インターナショナル コンサルタント

マダガスカル側 

総括 Ms. RABOANARIJOANA 
Harilalao Zoelys 

漁業・水産資源省 養殖局長  

メンバー Mr. RAZAFINDRAZAKA
Tony Harilala 

漁業・水産資源省 養殖局 淡水養殖課長 

メンバー Ms. RAZAFIARIVONY 
Reine Baovola 

漁業・水産資源省 内部監査課長 

メンバー Mrs. RAOLINJATOVO 
Genevieve 

水産資源･漁業省 プログラム･評価課長 

調査期間 2014 年 5 月 19 日〜6 月 5 日 評価種類：終了時評価 

３ 調査結果の概要 

３－１ 実績の概要 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：ティラピア養殖システムが、対象地域において構築される。 
指標によると、プロジェクト目標は、プロジェクト終了までにはおおむね達成見込で

ある。 

指 標 達成状況 

指標：1）中核農家の収入

が 30％以上増加する。 
これまでに 26 名の中核養殖農家が選抜されているが、そのうち 7

名がティラピア（種苗と成魚）を販売している。これらの 7 名の収

入は、ティラピア養殖によって大幅に増加し、増加率は平均 125.3％

となった。 

他の中核農家についても、今後、ティラピア販売と売り上げのデー

タを収集し、収入の増加の状況を確認する予定であるが、これまで

の農業収入のベースが低いこともあり、ティラピア養殖による収入

の増加は 30％以上になることが期待できる。 

指標：2）中核農家より養

殖技術を普及された農家

のうち 320 戸以上が、改良

された技術を実践する。 

農民間研修に参加した農民の数は、2014 年 2 月末までに 1,146 名に

達し、そのうちの 305（26.6％）名が養殖池の建設に取り組むなど、

ティラピア養殖に参加する動きを見せている。ティラピア養殖への

関心が高まっており、今後プロジェクトの終了時までに、より多く

の農民が研修へ参加し、養殖を開始することが期待できるため、指

標は達成されるものと見込まれる。 
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（2）成果の達成状況 

成果１：対象地域の状況に適合した種苗生産技術が開発される。 
成果 1 は達成されている。 

＜指標＞ティラピア種苗生産に係る、少なくとも 1 つの技術パッケージと少なくとも

1 つの研修・普及教材が作成される（普及スタッフと中核養殖農家対象）。 
実施されたさまざまな現地実証試験の結果に基づき、2013 年 12 月、技術パッケー

ジ「ティラピア種苗生産技術」が作成された。パッケージの中身は「ティラピア種苗

生産」と「真鯉種苗生産」の 2 つに大別される。 

研修･普及教材としては、「ティラピア種苗生産」が 2013 年 12 月に完成した。実践

的な技術内容（例えば、目視による種苗の雌雄判別、水質管理、データ収集とデータ

管理等）で構成され、TOT（Training of Trainers）や種苗生産研修等に用いられてきて

いる。 

これらに加えて、中核養殖農家、普及スタッフ、一般農家向けのビデオ教材が準備

されており、2014 年 8 月に完成する予定である。 

 

成果 2：対象地域の状況に適合した養殖技術が実践される。 

成果 2 は達成されている。 

＜指標＞ティラピア養殖技術に係る、少なくとも 2 つの技術パッケージと少なくとも

2 つの研修・普及教材が作成される（技術パッケージは普及スタッフと中核養殖農家

対象のものと養殖農家向けのものを想定。研修・普及教材は池中養殖と稲田養殖用）。

現地実証試験が行われ、その結果に基づいて、2 つの技術パッケージ「中核養殖農

家のためのティラピア養殖と飼育」、「一般農家のためのティラピア養殖と飼育」が作

成された。これらのパッケージは、TOTと農民間研修の教材として用いられている。

中核養殖農家と普及スタッフ向けの研修・普及教材は、種苗生産にも共通して用い

られる教材として作成されている。コンポーネントは、①水質管理②ティラピア養殖

と飼育③生物学的分類法④給餌と栄養⑤PATIMAと農民間連携⑥養殖適地選定⑦養殖

記録手法⑧養殖普及である。 

 

成果 3：普及員の能力が強化される。 

成果 3 はおおむね達成されている。 

＜指標＞中核養殖農家の育成と種苗生産の支援をすることができる普及員が少なくと

も 15 名養成される。 

2014 年 5 月現在、普及チームには 13 名の普及スタッフが配置されている。当初、

対象地域に普及の枠組みが無かったことを考えれば、大きな進歩であり指標 3 につい

てはほぼ達成したと考えてよい。しかし、現在、普及員の業務の中核を担っているの

は、プロジェクトの運営資金（日本側）で契約を結んでいるNGOのメンバー3 名であ

り、プロジェクト協力期間終了とともに普及チームを離脱する可能性があるため、プ

ロジェクトの持続性を考えた場合には対応が必要である。 
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郡 メンバー数 構  成 

マジュンガII 5 ブエニ県職員（1）、NGO（1）、CSA（1）、DRRHP（1）、MRHP（1） 

マルブアイ 4 ブエニ県職員（1）、NGO（1）、CSA（1）、CiRRHP（1） 

アンバトブエニ 4 ブエニ県職員（1）、NGO（1）、CSA（1）、C/P（1）、CiRRHP（1） 

 

成果 4：農民から農民への普及アプローチが開発される。 

終了時評価時点における成果４の達成度合いは、部分的であるものの、プロジェク

ト終了までに達成されることが見込まれる。 

＜指標 1＞周辺農家への種苗の供給、養殖技術の普及を担う中核養殖農家が 25 名以上

養成される。 

2014 年 5 月時点で、中核養殖農家の数は 26 名となった。これまでに、26 名の中核

養殖農家のすべてが農民間研修の講師を担当しており、指標 4-1 は達成されたといえ

る。 

＜指標 2＞各中核養殖農家により年間 4 万尾以上の種苗が養殖農家に供給される。 

26 名の中核養殖農家のうち 21 名が種苗生産を開始している（その他、中核養殖農

家候補の 1 名が種苗生産を開始した）。プロジェクトチームのデータによれば、21 名

の中核養殖農家の種苗生産の平均値はおよそ 3 万 1,000 尾で、最小の 4,000 尾から最大

の 7 万 8,000 尾までバラツキがある。 

養殖池の数や面積などのインフラの違いや、中核養殖農家の経験の多寡によると推

察される。21 名の中核農家のなかには、種苗生産の経験が 1 年未満の者も含まれてい

る。実際、種苗生産に 1 年以上の経験をもつ 8 名の中核農家の種苗生産の平均はおよ

そ 5 万 7,000 尾である。 

今後、中核養殖農家が経験を積むに従って、年間種苗生産量は、4 万尾を上回ってい

くものと予想される。なお、現状では、ティラピア養殖を開始した農家の数がまだ少

ないため、中核養殖農家から養殖農家への種苗配布は、まだ行われていない。 

＜指標 3＞中核養殖農家が実施する養殖技術研修に 750 名以上の農家が参加する。 

プロジェクトチームからの情報によれば、農民間研修に参加した農民の数は 2014

年 2 月末までに 1,146 名に達し、そのうちの 305（26.6％）名が養殖池の建設に取り組

むなど、ティラピア養殖に参加する動きを見せている。 

 

成果 5：県ティラピア養殖開発計画が策定される。 

成果 5 は達成が見込まれる。 

<指標＞改善された県ティラピア養殖開発計画が県政府により承認される。 

ワーキンググループを中心として、養殖開発計画策定のための計 6 回の会合が開催

された。マダガスカル側関係者〔MRHP、水産資源・漁業局（DRRHP）、ブエニ県、中

核養殖農家等〕による草稿が 2014 年 2 月に作成され、現在、ブエニ県政府による承認

を待っている状態である。 
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３－２ 終了時評価結果の要約 

妥当性：高い。本プロジェクトはマダガスカル側の開発政策、地域社会のニーズとの整合

性が高い。また、日本の援助方針とも合致している。 
有効性：やや高い。協力期間後半の進捗は改善され、アウトプット/プロジェクト目標の指

標はおおむね達成された。しかし、前半の遅れは完全には挽回できなかったこと、普及体

制の強化の必要性がみられること、中核養殖農家への技術移転がまだ十分とはいえない。

効率性：やや高い。投入は質・量・タイミングの点でおおむね良好であった。プロジェク

ト期間後半では活動の進捗も改善されアウトプットもおおむね達成された。進捗は計画

に対してやや遅れている。 
インパクト：制度（養殖普及体制の構築）、技術（ティラピア養殖技術）、経済（ティラピ

ア販売による養殖農家の収入向上）などのインパクトがみられた。負のインパクトは現

在のところみられない。 
持続性：中程度。開発政策との整合性の高さから、政策的な支援を期待しつつも、2015 年

以降のティラピア養殖普及活動のための予算措置についてはまだ未確定である。 
 
（1）中間レビューの提言の実施状況 

終了時評価時点における中間レビューの提言の実施状況は、以下のとおりである。 
 

 提言内容 実施状況 

1 上位目標の定量的指標（上位目標については 2013

年 9 月までに決定すること） 

上位目標の指標（収入の増加割合）

がまだ定められていない 

2 養殖農家の収入（上位目標）に関連する指標の検

証を行うこと 

まだ検証されていない 

3 普及スタッフ（指標 3）と中核養殖農家（指標 4-1）

の能力強化の状況に対する検証を行うこと 

まだ検証されていない 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
特に無し。 

（2）実施プロセスに関すること 
1）中核養殖農家の大半は、農民間研修の講師を務めるなどのプロジェクト活動に積極的

に取り組んできた。このことは、プロジェクト活動の進捗だけでなく、彼ら自身の養殖

技術への理解と経験の向上につながっている。 
2）プロジェクトによって、日本、インドネシア、カンボジアでの海外研修も含む各種の

研修、セミナー、ワークショップなどが開催され、C/P、中核養殖農家、普及スタッフ

など､関係者の意欲の継続に効果的であった。  
3）養殖普及チームを組織するにあたり、ブエニ県、MRHP、DRRHPなど、関係組織の協

力が得られ、円滑に組織化が進んだこと。 
4）中間レビューの提言を受け、内部会議、合同調整委員会（JCC）会議等での作業計画
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の共有が徹底され、プロジェクト活動のモニタリングを実施したこと。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること  
特に無し。 

（2）実施プロセスに関すること 
1）プロジェクト前半に、対象地域内に適切な工事業者がいなかったことにより、種苗生

産施設準備、あるいは、養殖池の改善が遅れた。 
2）2013 年 10 月から 2014 年 5 月の雨期に、マダガスカル北西部を豪雨が襲い、プロジ

ェクト対象地域の中核養殖農家でも、養殖池の堰堤が破壊や湛水などで飼育していた魚

が流出するなどの被害が出た。 
3）対象地域では、いわゆる遠隔地に住む農民も多く、道路網が未整備なことから、アク

セスが困難であった。特に雨期には、道路の状態が著しく悪化し、通信手段をもたない

農民への技術支援が阻害された。 
 
３－５ 結論 

合同評価チームは、現場視察、関係者へのインタビュー、マダガスカル側政府関係者との

一連の協議などから得た情報を分析し、評価 5 項目によるプロジェクトの評価を実施した。 
その結果、プロジェクトは、マダガスカルの開発政策、対象地区の住民のニーズ、日本の

援助方針等と高い整合性を有し、終了時評価時点でも高い妥当性をもつことが確認できた。

また、制度、経済、技術面で正のインパクトをもたらしたことを確認した。 
協力期間後半の進捗は改善し、前半の遅れを完全に挽回したとまではいえないが、成果、

プロジェクト目標の指標はおおむね達成された。 
しかし、課題が残されていることも明らかとなった。例えば、中核養殖農家は 26 名が選抜

され、指標は満足しているものの、まだ、経験の不足から、周辺の農家への支援を行うレベ

ルには達していない中核農家も含まれている。また、中核農家による農民間普及システムを

含む普及体制の形は整いつつあるものの、継続的な強化が必要である。これらの課題の存在

と、若干の進捗の遅れが有効性と効率性の評価を下げた。  
持続性については、妥当性の高さから政策的な支援を期待しつつも、現時点では、対象 3

郡での活動を継続するためのマダガスカル側の予算措置について見通しが立っておらず、ま

た、普及体制の強化のための人材確保にも課題がみられるため中程度と評価した。  
以上の分析の結果、プロジェクトチームがこれらの課題にプロジェクト終了時までに集中

して対応し、また、日本側が、プロジェクト終了後の技術支援のフォローアップ活動を実施

すれば、プロジェクト目標の達成が見込まれるため、プロジェクトは予定どおり、2014 年 9
月をもって終了することが妥当と結論する。 
 
３－６ 提言 

（1）プロジェクトチームへの提言 
1）優先活動項目の明確化 

2014 年 9 月のプロジェクト終了後は、マダガスカル側が独力で対象地域のティラピ
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ア養殖にかかわる活動を継続していく必要がある。 
プロジェクト終了までの期間が限られているため、プロジェクトチームは、残りの期

間に優先して取り組むべき活動内容を整理し、プロジェクトの持続性を高めるように効

率的に活動するべきである。優先項目のなかには、中核養殖農家の自立を確実なものと

するための種苗生産技術の移転、普及システムの課題の明確化と改善提案（例：中核養

殖農家ネットワークの確立）を含めるべきである。また、この優先項目の明確化のなか

で、マダガスカル側のC/Pの追加配置、養殖技術者の新規雇用も検討することが必要で

ある。 
2）ティラピア販売（マーケティング）支援 

プロジェクトチームは、ティラピアの販売を促進し、市場価値を高めるために、農民

に対して、技術的な助言を行うこと。また、コミューンレベルでの広報活動（ラジオな

ど）にも協力を行うこと。 
3）データ収集 

プロジェクト終了 3 年後の事後評価実施時に、プロジェクトの有効性を正確に評価す

ることが可能となるように、統計資料、サンプリング調査、試験、自己評価、質問票な

ど、適切な手段を講じて、データを収集すること。具体的な内容は以下のとおり。 
・上位目標の指標の設定 
・養殖農家の収入に関するデータ 
・普及スタッフと中核養殖農家の能力に関するデータ 

4）アンボロマランディ（Amboromalandy）湖の生け簀の処置 
プロジェクトチームは、終了時までに、アンボロマランディ湖の生け簀の今後の管理

について、誰がどのように行うか、関係者と協議のうえ、具体的に決定しておくこと。

マダガスカル側の予算措置がなされないことが予想される場合には、生け簀の撤去も選

択肢として考慮すること。 
 
（2）マダガスカル側への提言 

1）ブエニ県ティラピア養殖開発計画 
「ブエニ県ティラピア養殖開発計画（2014～2018）」がマダガスカル側関係者によって、

2014 年 1 月に作成されている。マダガスカル側は、この計画を着実に実施するとともに、

計画の実行可能性を高めるために、プロジェクトの経験を反映した改定、改善を行うこ

と。 
2）CDA（旧CDCC）の活動と役割について 

中核養殖農家のなかには、日本より導入したニロチカ種の親魚（Nilo-JICA）の飼育を

始めた者もおり、これは、プロジェクトの持続性の観点から望ましいことといえるが、

一方、プロジェクト開始時点から、養殖開発センター（Aquaculture Development Center：
CDA）は親魚管理を実施してきており、専門的な知見を蓄積している。 

CDAは、今後も、マダガスカル国内でのティラピアの親魚管理と育種に関する活動を

続け、当該分野の拠点として、中核養殖農家に対して技術的な支援を行っていくことが

望まれる。また、ティラピア在来種の育種に関する研究活動も、CDAを中心に行ってい

くべきである。 
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3）中核養殖農家の返済のモニタリング 
また、プロジェクトは、中核養殖農家が 2 年以内に総額の 20％を種苗で返済すること

を条件に（種苗 1 尾当たり 50MGA）、養殖池の建設と必要な資材にかかる費用を負担し

てきた。 
MRHPは資金援助を受ける中核養殖農家との間で資金援助と返済の条件についての覚

え書きを交わしているが、現在までに、26 名の中核農家中、既に 10 名が返済を済ませ

ている。 
マダガスカル側は、返済を済ませていない中核農家に対して、プロジェクト終了後に、

どのように返済のモニタリングを行うかについて、関係者と協議し、具体的に決定して

おくこと。 
 
（3）日本側への提言 

フォローアップ支援 
日本側は、プロジェクト期間中、また、終了後、注意深くプロジェクトのモニタリン

グを行い、必要に応じてフォローアップ支援の実施を検討すること。また、マダガスカ

ル側に対して、フォローアップ支援への申請手続きの方法や、可能な財源（無償資金協

力、見返り資金利用など）に関する情報を提供すること。 
 

３－７ 教訓 

（1）農民間普及システム 
プロジェクト開始時、対象地域には、マダガスカル側の養殖普及体制は存在していな

かった。 
そのため、プロジェクトは、普及体制の構築を急ぐとともに、農民間普及システムの

コンセプトを採用した。現在、普及チームとともに、選抜された 26 名の中核養殖農家

が、農民間普及の役割を担い、プロジェクト活動に積極的に関与している。  
公的な普及システムが脆弱な地域で、村落開発のプロジェクトを実施する場合、農民

間普及は、有効な解決手段として機能する可能性が高いため、計画策定時に念頭におく

べきコンセプトである。 
 
（2）普及活動に必要な予算の確保 

本プロジェクトでは、技術開発に加え、県の養殖開発計画の策定を行うこととしてお

り、調査時点ではワーキンググループを中心とした会合が計 6 回行われている。同計画

が策定され、県政府による承認がなされたのちには、本計画を実施するための措置が県

政府あるいは中央政府により取られることになるが、事業活動実施に必要な予算確保の

ためにもプロジェクトの実施過程で、必要最低限の普及経費については、あらかじめ政

府の認識を高め、予算措置を促すことが有効と考えられる。 
 
（3）アクセスが困難な地域への技術普及について 

本プロジェクトの活動を行ったブエニ県のうちの３郡においては、自然環境的に養殖

適地と不適地があるが、協力を行う場合、自然環境の視点に加え、人員的見地あるいは



 

x 

 

 

 

予算的見地から先方政府の普及能力の及ぶ範囲を視野に入れるとともに、更には技術指

導を受けた養殖農民が習得した技術を用いて生産した養殖魚を販売するときの輸送手

段確保・市場確保（アクセス）の可能性を視野に入れたうえで普及を行っていくことが、

限られた普及活動予算を合理的に使用するうえでは不可欠の判断となる。特に限られた

期間で成果を上げることを求められる技術協力においては、多角的視点から活動（普及）

の場所を選定することが望ましい。 




